









































































































































































































































































































































































































































































43　 『政界革新論集 ： 軍備制限促進意見』朝日新聞社、一九二一年六月七日発行。『我思ふ所・第一冊 「軍備制限に
就て」』文会堂、一九二一年四月一五日発行（なかに三月上旬、中旬の文章が収録されている）。『新日本建設の
基点：速かに軍備を制限せよ』文会堂、一九二一年五月二一日発行（四月初の文章と思われる）。『軍備制限論』
紀山堂書店、一九二一年六月十二日発行（三月末の取材記録）。『政戦余業：第二輯』一九二三年二月二三日発
行（一九二二年第四五議会での提案を含め、これまでの軍縮論を整理再録したもの、『尾崎行雄全集』第六巻に
収録したのはこの本の内容である）。
44　『新日本建設の基点：速かに軍備を制限せよ』文会堂書店、一九二一年、一四～一六頁。
45　前掲加地直紀「尾崎行雄の軍備縮小論」一九九頁。
46　外務省編『日本外交年表竝主要文書』上巻、原書房、一九六五年、二五二、二五三頁。
47　「軍備縮小同志会」『東京朝日新聞』一九二一年九月一八日。
48　「会議公開希望」『東京朝日新聞』一九二一年九月二八日。
49　 『国際聯盟』一巻八号、一九二一年十一月号、四一頁。
50　 「軍縮同志会の活動」『東京朝日新聞』一九二一年十月二日。この二つの講演は、のち軍備縮小同志会編『軍備
縮小講演集』（第一輯、一九二二年）に収録された。
51　「軍備縮小研究」『東京朝日新聞』一九二一年十一月二六日。
52　「軍縮同志会」『東京朝日新聞』一九二一年十二月二日。
53　「二重政府の弊害を速に除け」『東京朝日新聞』一九二二年一月一七日。
54　「軍縮同志会『東京朝日新聞』」一九二二年一月二一日。
55　「聴衆満員の盛況」『東京朝日新聞』一九二二年一月二八日。
56　「軍備縮小運動」『東京朝日新聞』一九二二年五月二四日。
57　「久し振りの軍縮同志会」『東京朝日新聞』一九二二年五月二四日。
58　 「非政友大合同の先駆革新倶楽部愈々成る」『大阪毎日新聞』一九二二年三月二五日。なお、革新倶楽部がこの
年三月二四日創立準備会を開き、実際結党したのは十一月。
59　「軍縮同志時局策」『東京朝日新聞』一九二二年十月二〇日。
60　「軍縮代表陸相訪問」『東京朝日新聞』一九二三年一月二〇日。
61　 日本がシベリア出兵中の一九二〇年三月から五月、日本軍占領地ニコラエフスクで発生した、赤軍パルチザン
による日本軍民虐殺事件。事件の惨状は日本国内で大きく報道され、軍部にシベリア出兵を正当化する理由と
して利用された。
62　「露国承認を政府に警告」『東京朝日新聞』一九二三年五月二七日。
63　「軍縮同志決議提出」『東京朝日新聞』一九二三年六月二日。
64　「軍縮同志協議国防会議提唱」『東京朝日新聞』一九二四年十一月三日。
65　『国福は来れり：「華府会議と日本」』大阪朝日新聞社、一九二二年、『尾崎行雄全集』第七巻所収。
66　『尾崎行雄全集』第七巻、一八三頁。
67　同前、一九八頁。
68　同前、二一六頁。
69　同前、二二三頁。
70　同前、二二七頁。
71　同前、二三九頁。
72　同前、二四二頁。
73　同前、二四三頁。
74　同前、二四六頁。
75　『尾崎行雄全集』第六巻、四五四頁。
76　同前、四七五頁。
77　同前、四七四頁。
78　『尾崎行雄全集』第六巻、四七七頁。
79　 一九一三年第一次護憲運動の結果を受け、陸海軍大臣の「現役大中将」の武官制は廃除されたが、陸海軍の「大
中将」の規定が変わらず、資格は「現役」ではない予備役や後備役・退役の大将・中将まで拡大した。尾崎の
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案は、武官（大中將）そのものの改正を要求するものであった。
80　石橋湛山「軍備制限案と軍閥の勢力」『石橋湛山全集』第四巻、八頁、九頁。
81　 小池聖一「ワシントン海軍軍縮会議前後の海軍部内状況：『両加藤の対立』再考」『日本歴史』四八〇、一九八
八年、七七頁、参照。
82　 尾崎自身が言う「自分の非戦論は「人道若くは博愛の思想より出づるに非ず、〔中略〕国を益し、民を利するも
のある以上は、戦も亦辞する所に非ず」。これについて加地直紀が、尾崎は「絶対平和主義」ではないと評して
いる（前掲加地直紀「尾崎行雄の軍備縮小論」、二一〇頁）。
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